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会社概要

0.はじめに

海外保険

国内生保

収入保障保険シェアNo.2

医療保険シェアNo.8

介護・ﾍﾙｽｹｱ等

介護施設数No.1

介護事業売上 No.2

国内損保

国内単体マーケットシェアNo.1

※ 2018年度データに基づく（国内損保は2017年度）

グローバルネットワーク

2019年度
修正連結利益

1,850億円
（予想）

47% 32%

18%
3%

米国内農業保険
マーケットシェアNo.6

会社名 SOMPOホールディングス株式会社

創業

【持株会社発足】

1887年
【2010年4月】

本店所在地 東京都新宿区西新宿1-26-1

証券コード 8630（東証1部）

主業態 保険業

連結経常収益 3兆6,430億円

連結純利益 1,466億円

従業員数（連結） 6万5,023人

株価※1 4,517円

時価総額※1 1兆6,863億円

連結ROE 8.0％

総資産 12兆0,182億円

純資産 1兆7,799億円

配当利回り 3.2％

予想PER※2 9.1倍（保険業単純平均：13.2倍）

PBR 0.87倍（保険業単純平均：0.9倍）

※1 2019年9月末時点
※2 2019年度業績予想連結純利益ベース

（2018年度末時点）

 損保ジャパンを主力に、国内外の保険引受事業などを展開

 主要事業は、国内損害保険事業、海外保険事業、国内生命保険事業および介護・ヘルスケア事業

 連結経常収益は3兆6,000億円超、総資産は約12兆円
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1.価値観

 経営理念は、保険を基盤としてさらに幅広い事業活動を通じ、お客さまの安心・安全・健康に資する
最高品質のサービスをご提供し、社会に貢献すること

 経営理念の実現に向けてグループが目指す姿は、「安心・安全・健康のテーマパーク」

 保険の先へ挑み、サービス産業へ進化

概念として

2

顧客の体感価値
•顧客から、個々のアトラクションの価値でなく、
テーマパーク全体 (またはその一部のゾーン) の
価値が評価されていること

1 全体でのバリュー
• そこに行くことで得られるテーマパークの価値が
明確に表現され、顧客に伝わっていること

3

4

相乗効果
•個々のアトラクションがバラバラでなく繋がりを持って
提供されており、1+1=2を大きく超える相乗効果が
存在していること

各事業の顧客基盤等の｢アセット｣の活用や、
既に保持または新たに獲得する｢データ｣活用
による相乗効果を生んでいること

魅力的なアトラクション
•テーマパークの中は魅力的なアトラクションで溢れて
おり、個々のアトラクションも進化し続けていること

日々磨き込まれた既存事業 + 新しい価値を
提供する新規事業を提供していること

｢安心・安全・健康｣という価値が顧客に伝わって
いること

個別の商品・サービスの提供でなく、テーマパーク
全体(または一定の価値で括られたゾーン) で
SOMPOを評価してくれる顧客が溢れていること

SOMPOにとって

顧客

4

2

3
1 テーマパーク

SOMPOにとってのテーマパーク（概念）

SOMPOホールディングスグループは、お客さまの視点ですべての価値判断を行い、保険を基盤

としてさらに幅広い事業活動を通じ、お客さまの安心・安全・健康に資する最高品質のサービス

をご提供し、社会に貢献します。

グループ経営理念

SOMPOホールディングスの価値観

全体のバリュー
魅力的な

アトラクション

相乗効果

顧客の体感価値

安心・安全・健康のテーマパーク

ビジョン

保険の先へ、挑む。

ブランド・スローガン
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市場勢力図における位置づけ（ＳＷＡＴ）

2.ビジネスモデル

※2016年3月末時点の目標株価＝100として指数化
80
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16/03 17/03 18/03 19/03 直近

目標株価の推移

SOMPO 東京海上 MS&AD

（倍）
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0.55
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0.75
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16/03 16/09 17/03 17/09 18/03 18/09 19/03 19/09

当社株のバリュエーション（修正PBR）の推移

修正PBR 期間平均

株価バリュエーション（修正PBR）

証券会社アナリスト（メガ3社をカバーする12アナリスト）の目標株価

SI買収公表

SI買収などによる

利益成長期待

海外事業の安定成長や

株主還元の拡充 MSアムリンの業績悪化を背景に

低迷も、業績悪化一巡期待

自然災害による業績変動、

株主還元やM&Aなどの

次の一手に対する期待後退

ＳＷＯＴ分析 （◇SOMPO固有、◆３メガ共通）

S W

O T

◇2000万人の顧客基盤

◆過度な価格競争の回避
（３メガ、参考純率）

◇シニアマーケットへのアクセス

◇介護などのリアルデータ基盤

◇グローバルなUW力

◇デジタル化の推進

◆ROEの水準

◇利益の変動性の高さ

◆火災保険の収益性

◆金利低下に対する脆弱性

◇国内損保事業の収益構造改革

◇グローバルプラットフォーム

◇リアルデータプラットフォーム

◆M&A

◇保険事業と非保険事業のシナジー

◆自然災害の増加

◆国内の少子高齢化
（自動車保有台数の減少など）

◆保険のあり方変化
（自動運転・ｼｪｱﾘﾝｸﾞｴｺﾉﾐｰなど）

◆国内保険市場への異業種参入

 過度な過当競争の回避（強み）、自然災害の増加・少子高齢化・保険の在り方（脅威）は業界共通

 ＳＯＭＰＯの強みは、2000万人の顧客基盤・介護事業（含むリアルデータ）・デジタル化推進
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バランスシートの3メガ比較

19年3月末 19年9月末 19年3月末 19年9月末 19年3月末 19年9月末

9,715 11,643 8,517 7,716 14,743 16,297

80,127 80,488 165,026 173,990 160,619 163,408

3,551 3,707 2,933 3,093 4,634 4,814

4,012 3,993 7,676 7,236 5,455 4,238

14,472 13,590 16,650 17,435 14,548 15,583

8,305 8,184 24,513 27,577 31,327 33,062

120,183 121,605 225,314 237,046 231,325 237,402

67,887 70,498 135,531 139,047 154,151 158,664

15,599 15,879 28,638 29,644 22,226 21,996

5,104 5,031 575 559 6,591 8,091

11,139 10,358 16,928 23,561 14,909 15,679

2,654 2,479 7,604 7,447 5,668 3,493

102,383 104,245 189,277 200,257 203,545 207,923

10,541 10,426 18,739 19,012 15,830 16,718

7,038 6,757 17,003 17,476 11,675 12,359

220 178 295 303 275 402

17,799 17,360 36,037 36,790 27,780 29,479

120,183 121,605 225,314 237,046 231,325 237,402

28.7% 29.0% 1.6% 1.5% 23.7% 27.4%

株主資本等変動

1,466 439 2,746 1,166 1,927 1,636
-452 -242 -1,726 -636 -794 -409
-391 -363 -1,023 -251 -300 -320

2 4 8 7 1 1
42 -3 -0 23 0 0
-0 -0 0 0 -12 0
35 51 -0 -1 0 -11

-2,001 -282 -2,314 437 -2,728 684
-64 -43 -8 8 3 126

-1,363 -439 -2,318 752 -1,903 1,708

東京海上 HD MS&AD HD

資産の部合計

責任準備金等

支払備金

現金及び預貯金

有価証券

有形固定資産

無形固定資産（のれん等）

非支配株主持分/新株予約権

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

社債 / 純資産 比率

親会社株主に帰属する当期純利益

その他負債

その他

負債の部合計

株主資本合計

その他の包括利益累計額

(単位: 億円)

その他資産

その他

その他

その他の包括利益累計額の変動

非支配株主持分/新株予約権の変動

株主資本等変動額合計

剰余金の配当

自己株式の取得

自己株式の処分

連結範囲の変動

非支配部主との取引に係る親会社の持ち分変動

社債

SOMPO HD

2.ビジネスモデル

市場勢力図における位置づけ（ＢＳ/ＰＬ）

 資産規模、利益規模は３メガ中３位。

 利益規模は、海外保険事業および国内損保事業における規模の差

1,455 1,624 1,416 
960 1,100 

297 92 
102 936 

310 2,691 
3,431 

2,740 
2,307 2,478 

239 

61 

304 1,358 793 

2,106 
2,756 

1,647 
983 

1,870 

203 

166 
1,152 

490 

SOMPO 東京海上 MS&AD

（億円）

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度
2019年度
（予想）

国内自然災害影響（対期初差額）※

1,752

2,929
2,308

1,716

3,492

2,673

1,518

3,044

1,812 1,896

3,665

2,135

1,410

3,271
2,360

修正利益3メガ比較
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2.ビジネスモデル

 安心・安全・健康のテーマパークへのトランスフォーメーションにより、新たな価値を創造

 社会的課題の解決に貢献し、「いて欲しいＳＯＭＰＯ、いなくては困るＳＯＭＰＯ」へ

競争優位性の確保（価値創造モデル）

P26-29

P17-18

P7

P19

顧客基盤（約2000万人）
代理店ネットワーク（約5万3千店）※19.3末現在

戦略的パートナー

ステークホルダーとの関係
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競争優位性の確保（ドライバー）

 ４事業がそれぞれのミッションを遂行し競争優位を確立

 デジタル・データ活用・エコシステム構築によるグループシナジーの最大化

ｸﾞﾙｰﾌﾟの成長投資に向けたｷｬｯｼｭﾌﾛｰ創出力の維持

介護・ﾍﾙｽｹｱ等

シニアマーケットにおける新たな収益源創出

社会課題の解決を通じたグループのユニークネスを牽引

国内生保

AI・RPA活用などによる生産性向上

国内損保

機動性を活かした尖った商品・サービスの投入

・エコシステム構築とともに事業間連携を加速

・オープンイノベーション指向のデジタル活用による

既存事業の変革・新事業の創出

協業やデジタル活用による新たな収益源創出

販売網最適化・AI等活用・ITシステム刷新など

プライシング含めた商品ポートフォリオの見直し

コ
ス
ト

高品質・効率経営による収益性向上

認知症をキーとした新商品・サービス展開

コ
ス
ト

Insurhealth（健康支援と保険の融合）の加速

コ
ス
ト

海外保険

最適なポートフォリオ構築に向けた規律あるM&A

成長ドライバー

リテールを含めたグローバルプラットフォームの
活用による、全世界でのオーガニック成長の加速

グループ共通

他に類を見ないグローバルプラットフォーム（＝SI）を構築

社会の変化に応じた顧客接点の変革・多様化

介護をゲートウェイとしたシニアマーケットでの収益基盤の拡大
「Insurhealth」展開による成長の加速

グループシナジーの最大化に向け、デジタル・データ活用
などを加速、またエコシステムの構築などを主導

2.ビジネスモデル
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事業展開

社会課題
の解決

社会からの
信頼

収益性の
向上

企業価値の
向上

ＥＳＧに対する認識・取組

 安心・安全・健康のテーマパークを通じ、社会の中心である「人」の人生に寄り添い、デジタルテクノロ
ジーなどのあらゆる先進技術を適切に活用し、社会課題を解決していくとともに、ひとつなぎで支えていく

3.持続可能性・成長性

「安心・安全・健康の
テーマパーク」

支える人材・マネジメント

支えるガバナンス

 継続的なダイバーシティ推進
 人材育成・生産性向上（健康優良銘柄に継続選定）

 環境マネジメント国際規格認証（ISO14001）取得

 会社業績に連動した役員報酬
 多様性に富んだ取締役構成
 委員会等設置会社（2019年6月予定）

※ 国連の「持続可能な開発目標（SDGs）」の中から、当社取り組みに該当する代表的な目標を標記

※

※

社会課題の解決

※

 農業保険を含む幅広い保険商品の提供
 認知症予防・健康支援に資するサービスの開発
 高品質な介護サービスの提供

当社株を組み入れる
SRI（社会的責任投資）指数
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 今後急激に拡大する介護ニーズを捉えるため、2015年度に介護事業に本格参入しました。

 人材育成を強化するなどサービス品質の向上に取り組んでいます。

ＥＳＧに対する認識・取組（取組事例：介護事業）

 足元では、介護を含む社会保障費が財政を圧迫、今後の人口構成変動がさらなる影響を与える

 認知症高齢者の増加に伴い、介護人材の需給ギャップは、今後さらに拡大する見込み

 需給ギャップの解消に向け、SOMPOの総合力を最大限に活用し、さまざまな取り組みを進める方針

 「世界に誇れる豊かな長寿国日本」の実現に貢献

3.持続可能性・成長性

介護人材の需給に関わる課題

192

247

297

187
215 228

150

200

250

300

350

2015年度 2025年度 2035年度

介護人材需要 介護人材供給

69万人
不足

32万人
不足5万人

不足

（万人）

出典：経済産業省 『将来の介護需給に対する高齢者ケアシステムに関する研究会報告書』
出典：国立社会保障・人口問題研究所『平成28年度 社会保障費用統計』

高齢者

生産
年齢

1965 2020 2040

10.8

2 1.5

出典：内閣府『平成30年版高齢社会白書』をもとに作成

財政上の課題（社会保障）

社会保障制度の持続可能性
1,300万人

862万人

400 
570 

157 

260 305 

470 

0

500

1,000

1,500

2012年 2025年

要介護認定認知症高齢者

未認定認知症高齢者

MCI

認知症高齢者の
将来推計

ＳＯＭＰＯの目指す方向性

周辺事業 ②保険外介護事業

①既存事業
（介護保険対象）

 介護保険給付への依存性
 事業拡大に向けた人材不足

介護事業の課題

 デジタル技術活用
 業務プロセス見直し

生産性向上

フューチャーケアラボ

人材供給増加
 処遇改善
 外国人採用

ＳＯＭＰＯケアユニバーシティ

生み出されるデータの活用 戦略① 既存事業の生産性向上 戦略② 保険外介護事業の拡大

フードビジネスなど

認知症関連サービス

健康寿命延伸

戦略③ 周辺事業への展開

介護事業者向けコンサルなど

 中小向け介護コンサルの提供
 受託先の事業データの取得

（展開イメージ：一例）
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 今後、メインマーケットである国内の人口は減少が見込まれる

特に、少子高齢化により保険の主要ターゲットである生産年齢人口は急激に減少

 テクノロジーの進化により、保険ニーズの減少が想定しうる

事業環境の変化（日本のマーケット環境、保険事業への影響）

3.持続可能性・成長性

日本の将来人口推計

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

2015 2025 2035 2045 2055

0～19歳 20～64歳 65歳以上

（出典）国立社会保障・人口問題研究所

20歳～64歳

（千人）

2025年
団塊の世代が
後期高齢者へ 2040年

団塊ジュニア（1971～74年生まれ）
約800万人が65歳以上へ

保険事業を取り巻くディスラプション

環境変化 影響

カーシェアリング・
自動運転車の普及

自動車保険

IoT・センシング技術の向上
災害予知技術の向上

火災保険
（住宅・工場）

ウェアラブルの進化
ゲノム解析・疾病予測高度化

生命保険
医療保険

リスク自体の減少による保険ニーズの低下

Car sharing Autonomous car
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2013年
2月雪害

1991

年度

1995

年度

1999

年度

2003

年度

2007

年度

2011

年度

2015

年度

2019

年度

(推計)

 事業環境変化のサイクルはさらに短期化、デジタライゼーションは既にニューノーマルの域

 加えて、自然災害の頻発・激甚化や超低金利環境も、ニューノーマルへ

事業環境の変化（ニューノーマル）

自然災害
自然災害被害の

大型化

低金利

M&A市場の活況

経済成長の鈍化

デジタル・
ディスラプション加速

プラットフォーマーの
躍進

デジタライゼーション

市場環境

2年連続で国内大規模自然災害が発生

日本に加え、欧米の超低金利が長期化

「ニューノーマル」へ

直近の事業環境の変化

事業基盤の浸食

「ニューノーマル」

（出典）日本損害保険協会

1991年
リンゴ台風

2004年
台風集中上陸

0.5兆円

1兆円

1.5兆円
2013年
2月雪害

主な国内自然災害の元受支払保険金（業界全体） ※除く地震

3.持続可能性・成長性
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グループ戦略の全体像

 持株会社・各事業がそれぞれのミッションに対する戦略を実行

 グローバル化とテーマパーク化により、規模の拡大と事業ポートフォリオを変革

 定量的には修正連結利益３，０００億円、ＲＯＥ１０％、

定性的には安心・安全・健康のテーマパークへのトランスフォーメーションの実現

4.戦略

ミッション 主要戦略

グループの成長投資に向けた
キャッシュフロー創出力の維持

機動性を活かした
尖った商品・サービスの投入

社会課題の解決を通じた
グループのユニークネスを牽引

成長ドライバー

 価格戦略

 ボラティリティコントロール

 保険のサービス化

 顧客接点の多様化

 M&A戦略

 グローバルプラットフォーム戦略
－スペシャルティ保険のシナジー創出

 「インシュアヘルス」戦略
＜保険と健康応援機能の融合＞

 既存事業における生産性向上

 保険外介護事業の拡大

 周辺分野への展開による
リアルデータ取得

持株会社

国内
損保

海外
保険

国内
生保

介護・
ﾍﾙｽｹｱ等

デ
ジ
タ
ル
戦
略

事
業
間
シ
ナ
ジ
ー

＋

事業ポートフォリオの変革

グローバル化 テーマパーク化

規模

成長

先進性

社会課題解決
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 自然災害などのニューノーマルへの当面の対応は、料率の適正化と再保険カバー最適化

 より本質的には、中計後半の取組である質的進化の加速によって対応していく

ニューノーマルを踏まえた対応

風災（リスク量大） 水災（リスク量小）

事業環境変化への対応

テールリスク増の可能性 増加

温暖化

国内損保事業

成長への最大エンジン

 保険料改定（2019年10月）
 参考純率見直しを踏まえた

更なる料率最適化の検討

 災害予測・
再保険コストを踏まえた
再保険カバーの最適化

③事業領域の
拡大による

分散

②グローバル化
による分散

①国内損保事業
の収益性強化

料率
適正化

自然災害
再保険カバー

最適化

4.戦略
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コンバインドレシオ改善に向けた対策

①国内損保事業の収益性強化

収益性強化に向けた取組

92.9%
93.6%

95.8%

94.8% 94.7%

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

（予想）

202X年度

前半

（イメージ）
※1 W/Pベース、除く自賠責・家計地震、損保ジャパン日本興亜単体

国内自然災害の支払保険金を470億円（過去平均）として調整

 国内損保事業は、厳しい経営環境を踏まえ、一層の収益性の向上を図る

※2 試行展開開始

コンバインド・レシオ※1

収益性の強化
圧倒的な資本効率

生産性対策

損害率対策

ナレッジマネジメントへのAI活用
社員向け：2018年4月
代理店向け：2019年10月※2

デジタル・
AI・RPA

活用

基盤
システム
刷新

抜本的なシンプル化
プログラムステップ△60％削減
商品改定に要する期間△70％短縮

プライシング
適正化

アンダー
ライティング

消費増税等のコスト反映
自動車保険改定
（＋3％程度：2020年1月予定）

引受管理・事故予防策の強化
企業契約の料率適正化
（上期対象契約の72％が収益改善）

4.戦略
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76%

24%

②グローバル化による地域・種目分散

地域・種目分散
による業績安定

※2 2018年度、除く自賠責・家計地震

78%

15%
7%

 2018年度構築完了

 商品プラットフォーム
活用によるスペシャルティ
保険種目の拡大
【農業保険】

AgriSOMPO
【専門職業人向け保険】

SomPro

 2020年度構築完了に向け
組織再編を実行中
（トルコ・ブラジルなど）

 ノウハウの共有を開始
【プライシング戦略】

ブラジル・マレーシアに展開
【チャネル戦略】

インドネシアに展開

 大型M&A/地域や種目を分散しうるボルトオンM&Aの検討
－厳格な投資規律を堅持

 M&A検討体制の強化
－グローバル・トランザクション専門委員会の設置

 SIの買収により、地域・保険引受種目の分散は大きく進展

 SIのグローバル・プラットフォーム化を進め、スペシャルティ保険の拡大やリテール部門の収益性向上を図る

質的進化による地域・種目分散の進展

コマーシャル・プラットフォーム リテール・プラットフォーム

ボルトオンM&A・大型M&A【地域別】 【種目別】

伝統的保険種目

スペシャルティ保険種目

日本 欧米

新興国等

グループベースの正味収入保険料※2

 SIの買収により、地域・種目分散は進展
当社買収以来、収益を
5倍に伸ばしたシゴルタ社
のノウハウを横展開

世界有数の農業国であるブラジル
でも農業保険の展開を準備
（農牧畜関連GDP：8兆円規模※1）

※1 ブラジル地理統計院データ

4.戦略
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＜サイバーセキュリティ＞

＜カー＆駐車場シェアリング・カーリース＞

2018

2019

＜介護＞

＜メンタルヘルス・生活習慣病＞

＜健康診断＞

2015

2018

2019

2010

2011

2013

2017

＜トルコ＞

＜マレーシア＞

＜ブラジル＞

＜北米＞

モビリティ・デジタル領域

ヘルスケア領域

国内損保事業から生まれる安定したキャッシュフロー

 海外M&A（2017年 SI買収（約6860億）、
2018年CP売却（約850億円））

グローバル化

 介護事業への参入等、新事業にチャレンジ
 データ戦略（介護・生保のリアルデータ）

テーマパーク化

「安心・安全・健康の
テーマパーク」

2018

＜LINEほけん＞

2014

＜英国＞

2018年に
売却 ＜ビッグデータ解析＞

③事業領域の多様化

・保険と親和性の高いヘルスケア事業などの新たな事業へのチャレンジにより、保険の枠にとどまらないグループへ

・介護事業への参入（居室数で業NO.1）、ビッグデータ解析企業のＰａｌａｎｔｉｒ社との合弁会社設立などを実施。

・一方で、2018年にはSOMPO CANOPIUS  を売却等、戦略に応じた事業売却も実施

4.戦略
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国内損保事業 国内生保事業海外保険事業 介護・ﾍﾙｽｹｱ事業等

※1 SOMPOホールディングス発足年度
※2 現在の修正利益定義をベースとした試算値

2010年度※1 2020年代早期（イメージ）

修正連結利益
3,000億円水準

修正連結ROE
10%以上

約40%

約15%

約40%

約4%

国内ウェイト：約60%

27%

7%
0%

修正連結利益

296億円※2

66%

国内ウェイト：93%

海外ウェイト：7%

海外ウェイト：約40%

2020年度（計画）

国内ウェイト：69%

修正連結利益
2,050-2,150億円

修正連結ROE
8%程度

海外ウェイト：31%

31%

48%

17%

4%

トランスフォーメーション

・HD発足時では国内利益ウェイトが約9割、足もとでは海外保険事業ウェイトが拡大

・海外事業のさらなる拡大に加え、新たなサービス・事業の創出を通じ、事業ポートフォリオの変革を目指す

・２０２０年代の早期には、海外ウェイト４０％、非保険ウェイト１０％以上、国内損保事業ウェイト５０％以下へ

事業ポートフォリオの変革

4.戦略
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既存ビジネスの
デジタルシフト支援

新規事業の創出

SOMPO Digital Lab
テルアビブ

SOMPO Digital Lab

東京

SOMPO Digital Lab

シリコンバレー

Research & Development

Drives Innovation 

Control Tower

Needs Lab

Research & Development

Culture Change & Networking

 世界３極体制でのDigital Lab設置が完了。既存事業の支援に加え、新規事業創出にも取り組む。

17

4.戦略

デジタル戦略（体制）



18

データを活用したモノや
サービスの提供

リアルデータと事業のネットワーク効果拡大の好循環

リアルデータ×デジタル

データを活用した商品・
サービスの機能向上

新たな商品・サービスの
顧客への提供

顧客の流入・
顧客基盤の拡大

社外パートナーの
参入・拡大

データを取得し蓄積する

作られたモノや
サービスをデリバリー

社外パートナーも
含めたビジネス展開

顧客基盤拡大・
消費行動増加

顧客基盤、データの
魅力度向上

リアル
データ

新たな顧客接点

新商品・サービス

大規模
（施設数
国内トップ）

多項目
（属性、体況、
食事、運動等）

時系列
（24時間／
リアルタイム）

例えば介護・ヘルスケア事業では

 ビッグデータ解析のソフトウェア
プラットフォーム

 グループ内のデータ分析・活用の
能力を強化

デジタル戦略（事例：リアルデータプラットフォーム）

 優れたビッグデータ解析ノウハウを持つPalantir社と提携し、当社グループが保有するリアルデータを活用

 第一段階として、他社が持ちえないデータの質・量を保有するシニアウェルネス領域での新規ビジネス創出を狙う

4.戦略
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 「多様性」、「専門性」、「市場価値」にフォーカスした「適時・適材・適所」の人事運用・配置

 グループの人的資源価値の最大化を通じ、グループ戦略の実行を加速

多様性は内包
多様性がない

均質な状態

インクルージョンダイバーシティモノカルチャー

人事戦略

企業文化の変革 グループ人事戦略

多様性、アウトプット主義

同調性、インプット主義

 Mission Driven

Result Oriented  人事制度改革

 キャリア採用 Exchange Program

 ワークスタイル
イノベーション

多様性の向上 専門性の高度化

市場価値ベースの
処遇

4.戦略
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修正連結利益※1と修正連結ROE

※1 2015年度以前の数値は現在の修正利益定義をベースとした試算値
※2 国内自然災害の発生損害額を480億円、支払保険金を430億円に調整した数値

 外部環境影響を収益性の向上に資する様々な取組みでオフセットし、2020年度の計画達成を目指す

 質的進化を加速させることで事業基盤を強化し、次期中計以降飛躍的な成長を実現

(億円）

修正連結利益※1

2020年度
（計画）

中期的な目標（2021年度以降）2019年度
(予想）

2021年度～

修正連結利益 3,000億円水準
修正連結ROE 10％以上

修正連結利益 2,050～2,150億円
修正連結ROE 8％程度

外部環境影響
（消費増税・自然災害影響等）

質的進化の加速
（事業ポートフォリオの変革・

各事業の優位性強化・
デジタル戦略等）

修正連結利益 1,135億円
修正連結ROE 4.5％

質的進化への経営基盤構築

2,050～
2,150

環境変化の規模・スピードに打ち勝ち、M&A
も活用しつつ、飛躍的成長を実現
2020年代の早い時期にグローバルトップ10
水準の保険グループへ

質的進化を加速、事業基盤を強化し、
今後の飛躍的成長への足場を固める

大規模自然災害影響※2

2015年度 2018年度

1,643
1,135

1,850

3,000億円水準

経営数値目標

5.成果と重要な成果指標（ＫＰＩ）
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事業別の利益および主要ＫＰＩ

2018年度 2019年度

（予想）

2020年度

（計画）

2018年度 2019年度

（予想）

2020年度

（計画）

2018年度 2019年度

（予想）

2020年度

（計画）

2018年度 2019年度

（予想）

2020年度

（計画）

2018年度 2019年度

（予想）

2020年度

（計画）

増税影響などあるも、大幅増益見込み

（億円）

2018年度 2019年度

（予想）

2020年度

（計画）

423

865

修正利益 （億円）

国内損保

コンバインド・レシオ※

目標とする水準（92％）にむけ、
適正プライシング・人員適正化を加速

△7.5pt

328

保有契約が着実に積み上げ、
安定的に利益を拡大させる方針

370程度

国内生保修正利益 （億円） 保有年間換算保険料※

＋42

Insurhealthを推進し
保有契約拡大を目指す

52

＋2.0pt

入居率改善を背景に増益基調

介護・
ﾍﾙｽｹｱ等

修正利益 （億円） 入居率

＋27

順調に改善

93.0%程度
90.9%

330

＋1,223

5,276
6,500程度

自然災害リスクを適切にコント
ロールし、大幅な利益成長

650程度

海外保険

修正利益 （億円） 収入保険料(億円）

＋319

スペシャルティ保険中心に
グローバルベースで保険料を拡大

※ 除く自賠責・家計地震

950程度

2018年度 2019年度

（予想）

2020年度

（計画）

＋526

590 6,079

55 80程度 92.1%

340

101.6%
96.5%

94.1%程度

＋352

68

420程度

170

※Insurheath商品
2020年度
（計画）

2018年度 2019年度
（予想）

5.成果と重要な成果指標（ＫＰＩ）
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トータル・シェアホルダー・リターンおよび時価総額の推移（2016年5月26日～2019年4月26日）

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

80

90

100

110

120

130

140

150

160

170

180

兆

株価（トータル・シェアホルダー・リターン）

2016年
5月26日 11月末

2017年
5月末

当社時価総額 (右軸）

当社 TOPIX 東証株価指数(保険業）

＋18.7%

＋4.9%

(兆円）

2018年
5月末11月末

※当社株のトータル・シェアホルダー・リターン（＝税引前配当金再投資後収益率）をインデックス化して表示

 中期経営計画公表日（2016年5月26日）以降、トータル・シェアホルダー・リターンは堅調に推移

11月末

（左軸） 2016年5月26日を100とした指数

5.成果と重要な成果指標（ＫＰＩ）
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（参考）バリュエーション、ＰＢＲ、ベータの比較

 世界的に金融株は低バリュエーション（特に日本）。また保険会社のボラティリティは自然災害に左右される
ため利益規模の大きな会社が評価される傾向。

 現中計の基本戦略である、グローバル化による規模と分散の拡大とテーマパーク化によるサービス産業への
進化により企業価値の向上を図る

5.成果と重要な成果指標（ＫＰＩ）

ROE10%ライン

ROE10%以下 ROE10%以上

世界的に金融株の
バリュエーションは低迷

成長期待大

トレンドライン

※バブルの大きさ＝利益規模

株価変動大
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持
株
会
社
の
舵
取
り

企業価値向上に向けたシナジー創出

 企業価値向上に向け、利益成長に伴う資本効率向上や業績ボラティリティの低減に取り組む

 持株会社の適切な資本配賦などを通じ、シナジーの拡大を目指す

損保事業

生保事業

介護事業など

デジタル

当社の企業価値と時価総額

企業価値 時価総額

1兆6,863億円
連結純資産
1兆7,799億円

＋α ディスカウントファクター

 業績安定性
 資本効率
 コングロマリットディスカウント など

利益成長に加え、
シナジー創出がキー

１＋１＞２

※ 2018年度末時点（時価総額は2019年9月末時点）

5.成果と重要な成果指標（ＫＰＩ）
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 ヘルスケアビジネスの課題を、グループシナジー創出によって解決していく

 今後もエコシステムを多数構築し、グループが有機的に連動した高付加価値サービス開発を目指す

ヘルスケアビジネスの課題と当社の取り組み

※1 2018年10月リリース ※2 軽度認知障害

【事例】認知症プロジェクト

「親子のちから」※1

「認知症保険」※1

認知機能
チェック

認知機能低下
予防サービス

在宅・施設介護
サービスの提供

保険
加入

認知症サポート
「SOMPO笑顔倶楽部」※1

保険サービス

予防サービス

介護サービス

認知症エコシステム

認知症発症
保険金支払

MCI※2認定
保険金支払

マネタイズの難しさ

保険購入

ヘルスケアサービス購入

保険金受領

グループシナジー

 消費者のサービスに対する
対価支払の壁

 単一サービスとしての
差別化・収益化の困難さ

 参入障壁の低さ

保険販売による収益化に加え、
支払った保険金を活用した
ヘルスケアサービス購入サイクルを構築

当社グループヘルスケアビジネスの課題

グループシナジーの発揮

販売チャネル

エビデンス

5.成果と重要な成果指標（ＫＰＩ）
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コーポレート・ガバナンス（全体像）

・国内外、社内外を問わず様々な人材を積極的に活用し、コーポレート・ガバナンス体制を構築

・ハイブリット型の機関設計のもと、事業オーナー制、グループ・チーフオフィサー制を採用。事業オーナーへの大幅な権限移譲に

もとづく遠心力と、ＨＤのチーフオフィサーによる求心力により、敏捷かつ柔軟な意思決定および業務遂行を図ってきた

6.ガバナンス
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・2019年度からは、グループ全体の戦略課題等を協議するGlobal Executive Committee（以下「Ｇｌｏｂａｌ ＥｘＣｏ」）とその遂行・
管理に係る重要事項を協議する「経営執行協議会」を設置するとともに、指名委員会等設置会社へ移行

・経営における監督と執行の分離を明確化して、執行部門への大幅な権限委譲を進め、意思決定および業務遂行のスピード
アップ、質の向上を図る。特にＨＤは、グループ全体戦略、経営資源配分、ポートフォリオマネジメント等の機能を強化

・取締役会は、経営の監督（特に事業のアクセル/ブレーキ判断等）と中長期的な戦略や経営方針の意思決定に専念

・社外取締役中心で取締役会を構成（業務執行取締役は２名のみ）。執行役の指名・報酬を完全に社外取締役に委ねる

<取締役の構成>

グループCEO
代表執行役
グループCOO
代表執行役
非業務執行

取締役
非業務執行

取締役

社外取締役

社外取締役

社外取締役

社外取締役

社外取締役

社外取締役

社外取締役

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

監査

社内

社内

社内

社内

経営者

経営者

弁護士

学者

弁護士

会計士

（中央官庁）
事務次官経験者

報酬指名 属性等

経営執行協議会

コーポレート・ガバナンス（指名委員会等設置会社への移行）

6.ガバナンス
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・現在の中期経営計画期間を、グループのトランスフォーメーションのフェーズととらえ、会社業績に連動した役員報酬を
この取り組みを支えるガバナンスの重要な要素と位置づけ。

・「ミッション・ドリブン＆リザルト・オリエンテッド」の思想に基づき、各役員は、自らの役割・使命を示し行動すべきと考え、
未来志向でチャレンジするミッションの大きさとその成果に応じて決定されるべきとの理念のもとに役員報酬制度を設計

コーポレート・ガバナンス（役員報酬制度）

6.ガバナンス

33
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247 286 323 354 
559 

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

223%
212%

229% 227%

1.8

2.5

180%

 外部環境および資本余力等を見据え、総還元性向のターゲットレンジを50％～100％に変更

 増配の継続が基本方針

 還元原資となる修正連結利益の成長も含め、魅力ある株主還元を目指す

総還元性向※2 220% 50% 50% 50% 50% 72% -

1株あたり配当金（円） 60 70 80 90 110 130 150

（参考）年度末株価 2,652円 3,735円 3,188円 4,079円 4,282円 4,098円 -

※1 総還元利回り＝（配当総額＋自己株式取得額）
/年度末株式時価総額

※2 総還元性向＝（配当総額＋自己株式取得額）
/修正連結利益

 財務健全性や業績等を勘案し、魅力ある株主還元を目指す。

 総還元性向は50％～100％を目標水準とし、大型M&A有無や資本水準等を総合的に考慮し、株主還元額を機動的に決定する。

 増配の継続を基本方針とする。

347 456
658

916

（億円）

3.2% 3.0%

5.1%

5.7%

総還元利回り※1

配当総額

自己株式取得額

422 484

4.9%

813 820

5.4%

株主還元方針

強固な財務健全性（ESR）と株主還元ヒストリー

223%
212%

229% 227%

250%

株主還元

配当と自己株式取得のバランスは
株価水準や配当利回りなどを
踏まえて毎期決定

（予想）

ESR
ターゲット水準

6.ガバナンス


